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１．はじめに

　こんにちは．ただいまご紹介いただきました松

山大学の溝上と申します．本日はこのような報告

の機会をいただきまして，ありがとうございます．

　近年，IASB を中心に業績報告制度に関する議

論が盛んに行われています．その中で，IASB の

前身であります IASC が 2001 年に公表した原則

書案『業績報告』に注目すべきことが書かれてお

ります．これは業績報告書をどのように変えるべ

きかについて検討した資料ですが，その中で

キャッシュ・フロー計算書についても触れており

ます．キャッシュ・フロー計算書の表示方法を直

接法に一本化すべきであるということ，そして，

キャッシュ・フロー計算書も業績報告書と整合す

るような分類をするべきであるということが述べ

られています．

２．問題の所在

　私は，この業績報告について検討する原則書案

に，敢えてキャッシュ・フロー計算書について書

かれたことに注目しています．その上で，キャッ

シュ・フロー計算書に対して原則書案が持つ意味

について考えてみますと，以下の二つのことがあ

げられます．一つは，業績報告書の基準が定めら

れた次には，キャッシュ・フロー計算書の基準が

改訂される可能性が高いということ．もう一つは，

キャッシュ・フロー計算書の様式を検討する際に

は，業績報告との関係を意識しなければならない

ということ，つまり，業績報告の一翼を担うもの

としてキャッシュ・フロー計算書についても検討

すべきであるということです．

　これを検討するにあたり，英国の会計制度を題

材といたします．その理由は，英国ではキャッ

シュ・フローを利益測定モデルに入れるというこ

とが意識されてきたからであります．このことは，

英国のキャッシュ・フロー会計の第一人者である

ローソン教授の以下の言によって明らかとなりま

す．ローソン教授は，「『流動性と収益性は反対の

事柄である』という昔からの格言を用いるときは，

その条件を十分に制限しなければならない．適切

に分類されるキャッシュ・フロー計算書が，いか

なる利益測定モデルにおいても十分に組み入れら

れない専門的な理由は存在しない」と述べ，

キャッシュ・フロー計算を業績測定に役立てるこ

とを主張しております．

　キャッシュ・フロー計算書についての制度研究

は従来もされてきましたけれども，それは，

キャッシュ・フロー計算書制度の国際比較によっ

て，各国の計算書の特徴を明らかにするというも

ので，キャッシュ・フロー計算書以外の分野の会

計基準は所与とされ，分野を越えた基準間の関係

については問われてきませんでした．

　我国では，損益計算書，貸借対照表という伝統

的に確立された財務諸表の体系にキャッシュ・フ

ロー計算書をいかに組み入れるかということが，

キャッシュ・フロー会計の論点とされてきました．

そこでは，損益計算書は所与とされてきました．

ところが，損益計算書の構造について変えようと
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いう議論が起こり，損益計算書の変更が検討され

ている現在，それを所与と考えることはできなく

なったわけです．

　そこで，本日の報告では，英国の会計制度を題

材として，とりわけ業績報告との関係に注目しな

がら，キャッシュ・フロー会計の課題について考

えてまいりたいと思います．

３．キャッシュ・フロー計算書における営業活動

　会計基準は，経済環境等の要請に応じて，テー

マごとにその都度制定あるいは改訂されるもので

あります．はじめから規範的なフレームワークが

あって，それに合わせて規定されてきたわけでは

ありません．ある会計基準が制定されるとき，す

でに存在している基準の影響を受けることが考え

られますし，ひとたび制定された基準は次に定め

られる基準に影響を与えることが予想されます．

そこで，業績報告とキャッシュ・フロー計算書制

度との関係を考察するためには，まずそれぞれの

会計基準がどのように展開してきたのか，時系列

的に確認する必要があります．

　1990 年に設立された ASB は会計基準の整備に

着手し，1991 年にキャッシュ・フロー計算書に

ついて規定する FRS1 号を，翌 1992 年に損益計

算書について規定する FRS3 号を公表しました．

この両者は，ほぼ同時に議論が進められたと考え

られます．

　その後，1996 年に FRS1 号が改訂されています．

業績報告書のほうは，2000 年に FRS3 号を改訂す

るための公開草案として FRED22 号が公表されて

おります．その後，業績報告については IASB と

の共同プロジェクトとなっております．

　次に，FRS1 号に規定されるキャッシュ・フ

ロー計算書の特徴を明らかにします．これを行う

には，国際標準とされる計算書との比較が分かり

やすいので，国際会計基準の中でキャッシュ・フ

ロー計算書を規定する改訂 IAS7 号との比較を通

じてこれを行うことにします．これによると，

FRS1 号にはキャッシュ・フロー計算書における

営業活動の意義に関して国際会計基準とは異なる

思想があることが分かります．営業活動の意義に

ついては，活動区分と営業活動からのキャッ

シュ・フローの表示の規定において具現されるの

で，この二つの論点について見ていきたいと思い

ます．

　配付資料の図表 1 をご覧下さい．FRS1 号では，

キャッシュ・フローを「営業活動」，「投資報酬及

び資金調達費用」，「税金」，「投資活動」，「財務」

の五つに区分して表示することが求められていま

す．

　一方の改訂 IAS7 号は，計算書を「営業」，「投

資」，「財務」の三つの活動に区分します．そのう

ち営業活動を以下のように定義しています．「営

業活動とは，企業の主たる収益獲得活動をいい，

投資または財務活動以外のその他の活動も含む」

と．一方では，主たる収益獲得活動であるといい

ながら，後段で投資または財務活動に含まれない

活動も含むとするのは明らかに矛盾しております．

それでもこのような定義となったのは，後段の文

言を入れることによって企業活動全体を網羅する

ことが意図されてのことと考えられます．これに

対して，FRS1 号には，改訂 IAS7 号における営業

活動のように先に定義された他の活動以外のすべ

ての活動を含むという区分が存在せず，すべての

活動が積極的に定義されています．

　営業活動が企業の主たる活動として重要である

のは，周知のことであり，国際会計基準において

営業活動が消極的な定義となっているのは，これ

を軽視してのことではないはずです．では何故か．

それは，キャッシュ・フロー計算の意義を企業の

流動性の評価に求めていることによるものと考え

られます．あくまで主眼は企業全体のキャッ

シュ・フロー計算にあり，それを分類表示するこ

とに活動区分の意味があると考えます．

　逆に，すべての活動を積極的に定義する FRS1
号の計算書では，個々の活動区分に意味があると

考えられます．改訂 IAS7 号においては消極的に

定義されている営業活動は，損益計算書上の営業

利益を計算する区分と同一となっております．こ

のような定義としている意味については，キャッ

シュ・フロー計算書における次の論点の検討に

よって明らかになります．

　キャッシュ・フロー計算書をめぐる二つ目の論

点は，営業活動からのキャッシュ・フローの表示

であります．キャッシュ・フロー計算書と損益計

算書とが数値上で連携する部分であるので，両計

算書の関係に着目する本報告において特に重要と

なる論点であります．これを検討するためには，
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英国制度による損益計算書をまず確認しなければ

なりません．

　損益計算をめぐる近年の重要な論点としてリサ

イクリングの問題があります．リサイクリングと

は，過年度に認識された未実現の損益項目が，実

現した期に，再度損益計算書に実現利益として計

上されることをいいます．FRS3 号では，損益計

算書において利益を計算した後，損益計算書に計

上されない利得・損失を計上する総認識利得損失

計算書によって包括利益を計算する二計算書方式

が採用されております．総認識利得損失計算書に

は，固定資産や投資有価証券の評価差額が計上さ

れます．当期に認識されるすべての利得・損失が

企業の業績と考えられるので，これらの評価差額

は資産の売却時にリサイクリングされません．

　配付資料の図表 2 をご覧下さい．FRS3 号によ

る計算書の例示では，損益計算書において，「営

業利益」，「経常利益」，「当期利益」の三つの利益

が計算されております．

　総認識利得損失計算書には，当期の利得および

損失のうち，損益計算書に計上されない株主帰属

のものが計上されます．配当控除前損益から，資

産の再評価修正額と外貨換算レートの変動から生

じる在外企業への純投資の差額が加減算され，貸

借対照表の資本と結び付けられます．

　リサイクリングを行わない FRS3 号の規定では，

総認識利得損失計算書のボトムラインの利益は資

本の期間差額となります．これが企業の業績であ

るといえるためには，貸借対照表の資産・負債が

その時点における適切な価値を反映しているとい

う前提が必要です．ここに伝統的に時価を重視す

る英国会計の特徴を見て取ることができます．一

方で，二計算書方式を採用することにより，損益

計算書において評価差額を含まない企業の業績を

表示することが意識されています．

　話をキャッシュ・フロー計算書に戻しましょう．

キャッシュ・フロー計算書における営業活動から

のキャッシュ・フローの表示には二つの方法があ

ります．一つはキャッシュの入りと出の総額を示

す方法であり，この方法は一般的に直接法と呼ば

れております．もう一つは，利益の金額から諸項

目を調整計算することによって営業活動からの

キャッシュ・フローを計算する方法であり，この

方法は間接法と呼ばれております．改訂 IAS7 号

は，両者の長所及び短所を指摘した上で，「企業

は直接法を用いて営業活動からのキャッシュ・フ

ローを報告することが推奨される」と述べており

ます．このように，直接法を推奨する立場を取っ

ているが，一方では間接法の採用も認めています．

　一方，FRS1 号は，営業活動からのキャッ

シュ・フローの表示方法について，「正味金額で

示してもよいし，総額で示してもよい」と述べて

おります．正味金額で示すときは，営業活動から

のキャッシュ・フローとして計算される金額のみ

が示され，総額で示すときはいわゆる直接法によ

る情報が示されます．一方で基準は，「損益計算

書において示される営業利益と営業活動からの

キャッシュ・フローとの相違については，キャッ

シュ・フロー計算書の注記において調整表を作成

し，その原因を明らかにしなければならない」と

述べています．したがって，キャッシュ・フロー

計算書本文において，正味額あるいは総額のいず

れの表示方法が採用されても，注記では必ず利益

とキャッシュ・フローとの差額，すなわち間接法

による情報が示されます．したがって，実質的に

は間接法による情報は必須であり，直接法による

情報は任意ということになっております．

　さらに，間接法を採用した場合の表示方法に関

しても国際会計基準と異なっております．改訂

IAS7 号は純利益から必要項目を加減算すること

によって営業活動からのキャッシュ・フローを計

算しているのに対し，FRS1 号は計算の始点を営

業利益としています．英国において，営業活動を

敢えて国際会計基準と異なる定義としたのは，こ

の情報に重きを置いていることによると思われま

す．企業の主たる活動としての営業活動における

利益とキャッシュ・フローベースの業績との差を

示すことによって，リサイクリングを行わないこ

とによりキャッシュ・フローと乖離した利益の問

題点を克服し，これを補うことが意図されており

ます．

４．キャッシュ・フロー計算書における資金概念

　キャッシュ・フロー計算書について規定した

FRS1 号は，1996 年に改訂されました．配付資料

の図表 3 が，改訂 FRS1 号によるキャッシュ・フ

ロー計算書の例示となっております．FRS1 号改

訂における最も重要な変更は資金概念の変更です．
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資金概念の変更が業績尺度としてキャッシュ・フ

ローを用いることに対してどのような意味を有し

ているかについて検討したいと思います．

　改訂 FRS1 号は，資金概念を現金だけに限定し

ており，現金を「手許現金および要求払い預金か

ら当座借越を差し引いたもの」と定義しておりま

す．国際会計基準および改訂前の FRS1 号では，

資金概念に現金同等物が含まれていますが，改訂

FRS1 号ではこれを除外しております．FRS1 号に

おいて現金同等物に含めていた短期投資は「流動

資源の管理」という新たに設けられた区分に含め，

短期借入金は「財務」の区分に含めることを規定

しております．

　改訂前の FRS1 号では，現金同等物について以

下のように定義していました．「現金同等物は，

短期の，流動性の高い投資であって，予告するこ

となく一定の金額に簡単に現金化できるもの，お

よび取得時点から満期日までが 3 ヵ月以内であっ

たものである．ただし，銀行借入金のうち，借り

入れの日から 3 ヵ月以内に返済期限が到来する分

を控除する．現金同等物には，上の基準を満たす

外貨建の投資および借入金が加減される」．FRS1
号が公表された当初より，資金概念について疑問

視する声が寄せられていました．それは，資金管

理業務の内容が企業によって異なるので，実際に

は現金同等物の範囲にも差異が生じているという

ものでありました．改訂 FRS1 号が現金同等物を

資金概念から除いたのは，このような問題を克服

するためと思われます．

　キャッシュ・フロー計算が流動性評価に役立つ

のは，企業が負債の返済に用いることができる資

金の増減の明細が示されるからであります．した

がって，キャッシュ・フロー計算における流動性

評価に重点を置く場合，企業の資金管理業務の内

容が異なるのであれば，それぞれの企業の実態に

合わせた資金概念が用いられるべきであります．

負債の返済に利用可能と考えられる資金の範囲が

違うのであれば，その結果企業間の資金概念に相

違が生じても問題となりません．一方で，業績尺

度としてキャッシュ・フローを捉えるとき，尺度

としてのキャッシュの範囲が異なることは，企業

間比較において致命的な問題となります．改訂

FRS1 号が資金概念を現金に限定したのは，企業

間の相違を克服するためであり，比較可能性を重

視した結果と考えられます．

５．キャッシュ・フロー計算書における業績報告

機能

　近年，業績報告を定める会計制度が大きな転換

点を迎えております．本日の報告を締めくくるに

あたって，近時の業績報告をめぐる議論を概観し，

業績報告の一翼を担うキャッシュ・フロー計算書

の課題について考えたいと思います．

　G4+1 によって 1999 年に公表されたポジショ

ン・ペーパー『業績報告』では，企業の業績を一

つの計算書によって報告することが提案されてい

ます．その上で，計算書を「営業活動」，「資金調

達及びその他の財務活動」，「その他の利得・損

失」に区分することが提案されています．

　これを受けて，ASB は 2000 年 12 月に FRS3 号
を改訂するための公開草案として FRED22 号を公

表しました．ここでは，損益計算書と総認識利得

損失計算書の二つの計算書によって企業の業績を

開示する方法に代えて，これを一つに統合した財

務業績計算書を採用することが提案されています．

配付資料の図表 4 をご覧下さい．財務業績計算書

は「営業活動」，「資金調達・運用活動」，「その他

の利得・損失」に区分されて表示されます．

　一つの計算書によって業績を報告する計算書を

主張する背景には，企業の業績の指標を計算書の

ボトムラインの利益に一元化しようとする意図が

あるものと思われます．一元化される利益は，貸

借対照表の資本の増減として定義されるいわゆる

包括利益です．貸借対照表に時価評価の導入が進

む中で，一計算書型の財務業績計算書を採用する

ということは，評価損益を含む利益を企業の業績

を示す唯一の指標とするものであり，従来の実現

概念は完全に放棄されることを意味しています．

　IASC は，G4+1 のポジション・ペーパーによ

る提案を受けて，2001 年に原則書案を公表しま

した．冒頭で述べましたとおり，原則書案では

キャッシュ・フロー計算書の様式についても言及

されています．業績報告のあり方を示す原則書案

において，敢えてキャッシュ・フロー計算書の様

式について触れるということは，これまで潜在化

していたキャッシュ・フロー計算書における業績

報告機能にも目が向けられてきたあらわれといえ

ます．
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　原則書案は，直接法を用いて営業活動からの

キャッシュ・フローを示すことを提案しています．

従来，多くの国で直接法と間接法との選択適用が

認められてきたので，直接法に一本化するのは画

期的な提案であります．

　伝統的な損益計算は原始的なキャッシュ・フ

ロー計算が発展したものと考えられます．元々

キャッシュ・フロー計算と損益計算は一致してい

たが，経済の発達により，収益・費用の発生と

キャッシュ・フローとの乖離が進みました．した

がって，伝統的な損益計算において計算される利

益は，キャッシュ・フローの存在が前提となって

おります．収益・費用の発生とキャッシュ・フ

ローとは期間的なずれが生じるのが通常であり，

収益費用の差額としての利益とキャッシュの増減

額との関係を示すものとして，間接法による

キャッシュ・フロー計算書の意義があると考えら

れます．

　しかし，リサイクリングを行わず，評価差額を

含む利益は，キャッシュ・フローを前提としてい

るとはいえません．改訂 IAS7 号において示され

たような損益計算書のボトムラインの利益と

キャッシュ・フローとの調整を示す意味を見出す

ことが難しくなっています．

　一方で，改訂 FRS1 号のように営業利益と営業

活動からのキャッシュ・フローの調整を示すので

あれば，ボトムラインの利益に関わりなく，間接

法によるキャッシュ・フロー計算書を積極的に評

価することができます．世界に先駆けてリサイク

リングを行わない損益計算書を導入した英国制度

では，キャッシュ・フロー計算書の業績報告機能

を重視し，むしろ利益とキャッシュ・フローとの

関係に計算書の主眼が置かれています．

　IASC による原則書案は，2001 年に改組された

IASB に引き継がれました．IASB は，2001 年 10
月の会議において，当期の包括利益を示す包括利

益計算書の導入を議題として取り上げました．こ

の議題は，包括利益報告プロジェクトと称され，

検討が続けられています．当プロジェクトでは，

実現概念を放棄し，損益計算書における業績を包

括利益へ一元化する方向で議論が進展しておりま

す．利益に包含される評価差額などの不確実な要

素が大きくなるにしたがって，確実な数値で業績

をあらわすキャッシュ・フローの重要性は高まる

と考えられます．その際に，いち早く包括利益を

導入した英国制度に学ぶべき点は多いように思わ

れます．業績尺度として用いられることを前提と

してキャッシュ・フロー計算書の構造を検討する

とともに財務諸表の全体像を構築することが，

キャッシュ・フロー会計の今後の課題となると考

えられます．

　以上で，私の報告は終わりです．ご静聴ありが

とうございました．
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図表 1．FRS1 号によるキャッシュ・フロー計算書の例示（一部）

千ポンド 千ポンド
6,889

3,011
(12)

(2,417)
582

(2,922)
税金によるキャッシュ・フロー (2,922)

(71)
(1,496)

42
(1,525)
3,024

211
(149)

財務活動によるキャッシュ・フロー (5)
57

3,081

注記
営業利益と営業活動からのキャッシュ・フローとの調整

営業利益 6,022
減価償却費 893
有形固定資産売却損失 6
棚卸資産の増加 (194)
売掛金の増加 (72)
買掛金の増加 234
営業活動からのキャッシュ・フロー 6,889

１９９２年３月３１日に終わる年度

営業活動からのキャッシュ・フロー

有形固定資産売却による収入

投資報酬及び資金調達費用
利息収入
利息支出

担保付社債の再取得支出

配当金支出

税金
法人税支出

普通株式発行

投資活動

キャッシュ・フロー計算書

株式発行に伴う費用支出

現金及び現金同等物の増加

投資・財務活動の損益によるキャッシュ・フロー

無形固定資産取得のための支出
有形固定資産取得のための支出

投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動前キャッシュ・フロー
財務活動
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図表 2．FRS3 号による損益計算書及び総認識利得損失計算書の例示（一部）

１９９３年 １９９３年 １９９２年
（再表示済み）

百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド
売上高
　継続事業 550 500
　買収 50

600
　廃止事業 175 190

775 690
売上原価 (620) (555)
売上総利益 155 135
営業費用 (104) (83)
営業利益
　継続事業 50 40
　買収 6

56
　廃止事業 (15) 12
　　控除：1992年引当金取崩額 10

51 52
継続事業における固定資産売却益 9 6
廃止事業に係る損失引当損 (30)
廃止事業の処分損 (17)
　　控除：1992年引当金取崩額 20

3
利息控除前経常利益 63 (15)
支払利息 (18) 11
税引前経常利益 45 13
経常利益に対する税金 (14) (4)
税引後経常利益 31 9
少数株主持分 (2) (2)
異常損益項目控除前利益 29 7
異常損益項目 － －
当期利益 29 7
配当金 (8) (1)
当期留保利益 21 6

（以下省略）

１９９３年 １９９２年
（再表示済み）

百万ポンド 百万ポンド
当期利益 29 7
固定資産の再評価に係る未実現剰余金 4 6
投資有価証券の未実現利得 (3) 7

30 20
外貨表示純投資に係る未実現剰余金 (2) 5
当期の総認識利得損失 28 25

前期損益修正 (10)
前期修正を含む総認識利得損失 18

出所） ASB, Financial Reporting Standard 3 "Reporting financial performance", amended
　　　　June 1999, Illustrative examples.（邦訳　菊谷正人（2001年）「英国における総認識利
　　　　得損失計算書」『企業会計』第53巻, 第7号, 43頁参照.）

損益計算書

総認識利得損失計算書
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図表 3．改訂 FRS1 号によるキャッシュ・フロー計算書の例示（一部）

千ポンド
6,022

893
6

(194)
(72)
234

6,889

キャッシュ・フロー計算書

6,889
2,999

(2,999)
(1,525)

0
(2,417)

3,024
(450)

57
2,631

キャッシュ・フロー計算書
1996年12月31日に終わる年度

営業利益と営業活動からのキャッシュ・フローとの調整

営業利益
減価償却費
有形固定資産売却損失
棚卸資産の増加
売掛金の増加
買掛金の増加

営業活動からのキャッシュ・フロー
投資報酬及び資金調達費用

営業活動からのキャッシュ・フロー

流動資源の管理
財務活動
現金の増加

税金
資本的支出及び財務的投資
取得及び処分
株式配当金支出
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図表 4．FRED22 号による財務業績計算書の例示（一部）

２０００年
（再表示済み）

百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド
営業活動

売上高
　継続事業 600 525
　買収 50

600
　廃止事業 175 190

825 715
売上原価 (650) (570)
売上総利益 175 145
正味営業費用 (124) 93
営業利益
　継続事業 60 40
　買収 6

66
　廃止事業 (15) 12
営業損益 51 52

資金調達・運用活動
負債利子 (26) (15)
年金基金充当金運用益 20 11
財務損益 (6) (4)

税引前営業・財務損益 45 48
営業・財務損益に対する税金 (5) (10)
税引後営業・財務利益 40 38

少数株主持分 (5) (4)
当期営業・財務損益 35 34

その他の利得・損失
継続事業における資産処分に係る再評価益 6 4
固定資産の再評価 4 3
給付建年金制度に係る数理計算上の差異 276 91
廃止事業の処分に係る利益 3 －
外貨建純投資に係る為替換算差額 (2) 5
税引前その他の利得・損失 287 103
その他の利得・損失に対する税金 (87) (33)
税引後その他の利得・損失 200 70
少数株主持分 (30) (10)
当期その他の利得・損失 170 60

当期総利得・損失 205 94

出所）ASB, FRED22:Revision of FRS3 "Reporting financial performance"2000, AppendixⅠ.
　　　　（邦訳　菊谷正人（2001年）「英国における総認識利得損失計算書」『企業会計』第53
　　　　巻, 第7号, 46頁参照.）

財務業績計算書

２００１年

（以下省略）


